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 （図表１）企業向け貸出先数の推移     （図表２）企業向け貸出先数の内訳 
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 （備考）本稿では他業態との合併等は考慮していない。 

１．企業向け貸出先数の状況 
 (1) 先数の推移 
 平成 28 年度末の企業向け貸出先数は、前期
比 0.3％、3,921 先増加の 112 万 7,308 先とな
った（図表１）。企業向け貸出の回復により、
貸出先数は 22 年振りに前期を上回った。 
 18年度末先数と比べると、10.1％、12万7,039
先の減少である。この間、企業向け貸出金残高
は 5.3％増加しており、１先あたりの貸出金残
高も 33 百万円から 38百万円に増加した。 
 (2) 先数の内訳 
 28 年度末の企業向け貸出先数の業種別内訳
をみると、建設業が20.0％、不動産業が17.2％、

製造業は 14.0％などとなる（図表２）。 
 18 年度末の割合との比較では、不動産業が
6.2 ポイント上昇する一方で、製造業が 4.1 ポ
イント、小売業は2.4ポイント低下した。なお、
建設業の割合は微減（0.0％減）にとどまった。 
 
２．地区別の状況 
 28 年度末の地区別の企業向け貸出先数は、中
国など８地区で前期比増加し、北陸など３地区
で前期を下回った（図表３）。前期比増加した
地区では、東北が 1.6％増、中国が 1.2％増な
どとなる。一方、減少した地区では北陸の 1.6％
減が目立つ。 

信用金庫の企業向け貸出先数の動向（28 年度末） 

刀禰
と ね

 和之
かずゆき

 

ポイント 

 信用金庫の平成 28 年度末の企業向け貸出先数は、前期比 0.3％増加の 112 万 7,308 先となり、  
22 年振りに前期を上回った。 

 地区別の企業向け貸出先数は、８地区で前期比増加、３地区で前期を下回った。前期比増加した
地区では東北が 1.6％増、中国が 1.2％増などとなる。 

 18 年度末から 28 年度末までの信用金庫別の企業向け貸出先数増減状況は、増加が 89金庫、減少
は 175 金庫となった。先数増加金庫のうち、40％以上の増加は６金庫ある。 

 企業向け貸出先数と残高の増減関係は、①先数・残高ともに増加が 67 金庫、②先数増・残高減が
22 金庫、③先数減･残高増が 78 金庫、④先数・残高ともに減少は 97 金庫であった。 

 28 年度末の信用金庫別の企業向け貸出先数は、①２千先未満が 112 金庫、②２千先以上５千先未
満が 88 金庫、③５千先以上１万先未満が 38 金庫、④１万先以上は 26金庫あった。 

 

  ※本稿は、日本銀行「業種別貸出金調査表」より作成している。 

 

（図表４）都道府県別郵便貯金減少額と 
 信用金庫個人預金増加額 
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（備考）１．日本銀行『預金現金貸出金調査表』お

よび日本郵政公社ＨＰより作成 
    ２．両業態とも、2000 年度末から 2004 年
度末までの総増減額 
    ３．旧船橋信金および旧杵築信金の合併を

調整して算出 
    ４．推計式は以下のとおり。 
 信用金庫個人預金増加額＝－440.30＋0.250×郵

便貯金減少額 
             （-1.043）（6.147） 
 ＜決定係数=0.444、( )内はｔ値、推計期間

2000-2004 年度末＞ 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

 18 年度末の先数と比較すると、２地区（九州
北部と四国）で増加し、９地区で減少している。
減少した地区では北陸（19.0％減）、東北
（14.9％減）などの５地区で２桁減を示した。 
 28 年度末の１金庫あたりの企業向け貸出先
数は 4,270 先であった。地区別の状況では、東
京の１万先超から東北、北陸、四国の１千先台
まで開きがみられる。 
 
３．信用金庫別の状況 
 (1) 18 年度末との比較 
 18 年度末から 28 年度末までの信用金庫別の
企業向け貸出先数増減状況は、増加が 89 金庫
（構成比 33.7％）、減少は 175 金庫（66.2％）
となり、減少金庫数が増加金庫数を上回った。
先数が増加した 89 金庫のうち、40％以上の増
加は６金庫となる。また先数減少金庫のうち、
40％以上の減少は４金庫ある。 
 企業向け貸出先数と残高の増減関係をみる

と、①先数・残高ともに増加が 67 金庫（構成
比25.3％）、②先数増・残高減が22金庫（8.3％）、
③先数減・残高増が 78金庫（29.5％）、④先数・
残高ともに減少は 97 金庫（36.7％）であった
（図表４）。 
 (2) 企業向け貸出先数 
 28 年度末の企業向け貸出先数は、①２千先未
満が 112 金庫（構成比 42.4％）、②２千先以上
５千先未満が 88金庫（33.3％）、③５千先以上
１万先未満は 38金庫（14.3％）、④１万先以上
は 26 金庫（9.8％）であった（図表５）。 
 18 年度末の割合と比較すると、２千先未満の
信用金庫が 45.6％（131 金庫）から 42.4％（112
金庫）にやや低下し、１万先以上は 9.7％（28
金庫）から 9.8％（26 金庫）と変わらずであっ
た。ただし２万先以上に絞ると、4.5％（13 金
庫）から 2.6％（７金庫）に低下している。 
                以 上 

 （図表３）地区別の企業向け貸出先数 

（単位：先、％、百万円）

地区 18年度末 27年度末 28年度末
増減率 増減数 増減率 増減数

北海道 55,383 51,928 52,077 4.6 △  5.9 △  3,306 0.2 149 2,367 35.0

東　北 50,727 42,478 43,160 3.8 △ 14.9 △  7,567 1.6 682 1,598 32.2
東　京 284,166 245,678 245,914 21.8 △ 13.4 △ 38,252 0.0 236 10,691 40.4
関　東 234,528 215,321 217,215 19.2 △  7.3 △ 17,313 0.8 1,894 4,432 34.9
北　陸 33,275 27,384 26,940 2.3 △ 19.0 △  6,335 △ 1.6 △444 1,683 32.2
東　海 217,105 192,818 192,807 17.1 △ 11.1 △ 24,298 △ 0.0 △ 11 5,073 43.0
近　畿 233,683 206,933 207,363 18.3 △ 11.2 △ 26,320 0.2 430 7,150 46.2
中　国 61,655 57,892 58,601 5.1 △  4.9 △  3,054 1.2 709 2,790 34.3
四　国 17,837 18,064 17,954 1.5 0.6 117 △ 0.6 △110 1,795 33.8

九州北部 27,283 27,457 27,565 2.4 1.0 282 0.3 108 2,120 27.7
南九州 35,492 34,754 35,032 3.1 △  1.2 △　  460 0.7 278 2,335 28.0

合　計 1,254,347 1,123,387 1,127,308 100.0 △ 10.1 △127,039 0.3 3,921 4,270 38.9

27年度末比 1先あたり
残高

構成比
18年度末比 1金庫あた

り先数

 
 （備考）沖縄県は合計に含む。 
 
 
 （図表４）信用金庫別の企業向け貸出先数と   （図表５）信用金庫別の企業向け貸出先数 
      残高の関係（18→28 年度末）   
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